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参考資料
「地方公務員育休法及び民間育児・介護休業法の一部を改正する法律（概要）」

《出産休暇》
（ア）産前及び産後の期間を通じ１６週間（多胎妊娠の場合にあっては２２週間）とする。ただし、休暇の開始時期は出産予定日前８週間（多胎妊娠の場合にあっては１４週間）以降の日から出産予定日前４週間（多胎妊娠の場合にあっては１０週間）までの日とする。
（イ）上記の規定にかかわらず、出産休暇の期間は、出産日後８週間を経過する日までに同号の出産休暇が満了する場合にあっては、出産日後８週間を経過する日までとする。
（ウ）上記の規定にかかわらず、妊娠４か月（８５日）以降から出産休暇開始日前までの出産にあっては、出産日までを含め１２週間とし、出産日を休暇の開始日とする。

[bookmark: _GoBack]《育児休業》
男女問わず、３歳に満たない子を養育する職員が取得できる。県教委の承認を受けて、当該教職員の３歳に満たない子を養育するため、当該子が３歳に達する日（満３歳の誕生日の前日）までの期間請求できる。育児休業を始めようとする日の１か月前までに「育児休業承認請求書」及び出産証明書等を所属長に提出する。

《育児短時間勤務》
職員が職務を完全に離れることなく育児を行うことができるよう、育児のための短時間勤務を認める制度。対象職員は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する常勤の職員。育児短時間勤務を始める１か月前までに「育児短時間勤務承認請求書」及び出産証明書等を所属長に提出して請求する。

《部分休業》
　育児と仕事の両立を図るため，校務の運営に支障のない範囲で１日の勤務時間の一部について勤務しないことを承認する制度。勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて2時間を超えない範囲内で、職員の託児の態様、通勤等の状況等から必要とされる時間について、30分を単位として取得できる。生後１年６月に達しない子を対象とする育児時間又は介護時間を与えられている職員については、2時間から育児時間又は介護時間を減じた時間を超えない範囲で取得できる。
